
常日頃からのご支援に対し心から感謝申し上げます。令和元年7月21日の第25回参議院
議員通常選挙におきまして、多くの方々からのご支援のお陰で全国比例区3期目の当選を
果たす事ができ、参議院議員として14年目の活動に入りました。

9月16日に菅新政権が発足致しました。おかげさまで、大変高い支持率を頂いておりま
す。今はまず何よりもコロナの収束と経済活動の両立第一、そのような最中、今年も豪
雨による災害が頻発し、被災された皆様には心からお悔やみとお見舞いを申し上げ、今
も復旧、復興にあたられている全ての皆様に心より敬意を表します。

7 月 2 2 日 ( 水 ) 自 由 民 主 党 令 和 ２ 年 豪 雨 災 害 対 策 本 部 に よ る 提 言 申 入
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骨太の方針 2020 において国土強靱化で指摘修正された主な箇所 
 

令和２年７月１７日 

 
 

○ 防災・減災関係について、第２章に柱を新設し、記載。（P1-2） 
 

修正前： 「第２章 感染症拡大への対応と経済活動の段階的引上げ」 

修正後： 「第２章 国民の生命・生活・雇用・事業を守り抜く 

   １． 感染症拡大への対応と経済活動の段階的引上げ 

   ２． 防災・減災、国土強靱化 

   ３． 東日本大震災等からの復興」 

 

○ 社会資本整備関係について、次の記載を追記。（P4） 
 

「公共事業の効率化等を図り、中長期的な見通しの下、安定的・持続的な公共

投資を推進しつつ戦略的・計画的な取組を進める。」 

 

○ ３カ年緊急対策後について、次の記載を追記。（P5、P6-7）※以下の記載は P6-7部分 
 

「３か年緊急対策後も中長期的視点に立って具体的 KPI(数値)目標を掲げ計画

的に取り組むため、国土強靱化基本計画に基づき、必要・十分な予算を確保

し、オールジャパンで対策を進め、国家百年の大計として、災害に屈しない国

土づくりを進める。」 

等々 

 

 

決    議 
 

令和２年６月２６日 

自 由 民 主 党 

国土強靱化推進本部 

 
 

― 前  略 ― 

 

記 

 

１． 国はリスクマネジメントの徹底を図ると共に、国民とのリスクコミュ

二ケーションの徹底を図ること。 

 

２． 令和３年度以降の国土強靱化施策について、令和２年度までに行った

防災・減災、国土強靱化緊急対策を含めた予算規模を前提に、内容の充

実を図るとともに、大幅な当初予算規模の拡大を図ること。     

事業期間は五ヵ年とし、中長期的かつ明確な見通しのもとに計画を立

て、事業が執行できるようにすること。 

 

 ― 後  略 ― 

二階幹事長を先頭に、強靱化関係予算、三ヵ年緊急措置の更なる五年、三年の継続に取り組んでおります。

しかし、具体的な予算・計画等についてはこれからの闘いです。共に頑張りましょう。
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建設産業を新３K（給料、休日、希望）の 

魅力ある職場に 

参議院全国比例区 佐藤のぶあき 

１． 新３K（給料が良い、休日が取れる、希望が持てる）の職場にしよう！ 

２． 新３K実現の為の想いを結実させた品確法の改正！ 

H２６、品確法を改正しました。その主なポイントは２点 

① 受注者が適正な利潤を得られるようにすることが発注者の責務 

② 受注者は、その従業員、労働者の労働環境と処遇改善を進めることが責務 

H３１、再改正、主なポイント２点 

① 災害対応の迅速化、随契や指名の活用 

② 適正工期の為、年度を越えた予算の使用 

 

３． 従業員の給与、賃金のアップを！   

設計労務単価を上げた。 

加重平均設計労務単価（円） 

  H9 H24 H25 倍率(25/24) H31 R2 倍率(R2/24) 倍率(R2/31) 

全国 19,108  13,290  15,428  116.1  19,762  20,214  152.1  102.3  

 
４． 適正な積算を！ 

Ｈ２０年以降諸経費１１回改訂。総価で約８～１０％        

 

５． 落札率をあげること！ 

Ｈ２０年以降７回、低入札調査基準価格を上げた。       

Ｈ２０ 約０．８   Ｈ３０ ０．９まで   H３１ ０．９２までに改定 

 

６． 工期の平準化！ 

年度をまたぎ年間を通じて、効率的、継続的に仕事を進めることを可能にしなければいけま

せん。 

 

７． 経営環境の改善！                            

Ｈ２１ ＋１．１％    Ｈ３０ ＋４．４％ 

（建設業売上高営業利益率、財務総合政策研究所法人企業統計調査より） 

 

８． インフラの整備管理費用（公共事業関係費）をあげること！     

 (国費 単位：兆円) 

  H21 H24 R2当初（案） 

全国 7.1  4.6  6.3（6.9） 

（）は直轄の負担金を含む 

国土強靱化 3 ヵ年緊急対策 0.8兆円を含む 

９． 事業の長期的見通しを！                         

国土強靱化基本計画 を策定し、計画的、着実に増額を図ること。「地方版の計画を含む」 
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